




序  文 

 
 

エジプト・アラブ共和国においては、教育の近代化が優先度の高い政策の一つであり、理数科教育

についても、従来の暗記的な手法のみに頼った授業法を質的に改善していくことが重要な課題となっ

ています。 
 このため我が国は、1997 年から 2000 年にかけて、同国の「国立教育研究開発センター（NCERD）」

をカウンターパート（C/P）機関として、専門家チーム派遣「小学校理数科授業改善」を実施し、同

国の理数科教育に、児童が自ら考え自ら答えにたどりつくプロセスを重視した新たな教授法を導入す

べく、小学校教師用のガイドブックを作成しました。本プロジェクトは、このガイドブックを用いた

新しい教授法をモデル校において定着させ、さらなる普及のための基盤を整備することを目標とし、

2003 年 4 月から 3 年間の予定で開始されました。 
 今般、プロジェクト開始から 2 年目を迎えたことから、これまでの実績及び進捗を確認し、今後の

活動計画について協議するため、2004 年 7 月 24 日から 8 月 13 日までの日程で、中間評価調査団が

派遣されました。調査の結果、プロジェクトは、両国の緊密な連携と努力の結果、順調に進捗してお

り、成果をあげていることが確認されました。 
 本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に

広く活用されることを願うものです。 
 ここに、本調査にご協力いただいた内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 17 年 2 月 
                                  
                               独立行政法人 国際協力機構 

                               人間開発部部長 末森 満 
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写  真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○世銀・ＥＵの資金による教員研修（数学）

（プロジェクト専門家とカウンターパート

が講師を務めている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○世銀・ＥＵの資金による教員研修（理科） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○専門家（長期・短期）との協議 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○カウンターパートとの協議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 評価結果総括（右がナディア NCERD
所長、左が渡部団長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○教育大臣表敬



 

略 語 表 
 

C/P Counterpart カウンターパート 

EEP Education Enhancement Program 教育向上プログラム 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MOE Ministry of Education 教育省 

NCERD National Centre for Educational Research and Development 国立教育研究開発センター 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PPMU Project Planning and Monitoring Unit 教育省プログラム計画・モニタ

リングユニット 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SBTU School Based Training Unit 
スクール・ベースド・トレーニ

ング・ユニット 

 



評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：エジプト･アラブ共和国 案件名:小学校理数科教育改善プロジェクト 

分野：理数科教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部第一グループ（基礎教

育）基礎教育第二チーム 
協力金額（評価時点）：1.7 億円 

（R/D）：2003 年 2 月 19 日 先方関係機関：国立教育研究開発センター（NCERD）

2003 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日 日本側協力機関：北海道教育大学 
協力

期間 
 他の関連協力：該当機関なし 

１‐１ 協力の背景と概要 

 1981 年にムバラク大統領が政権に就いて以来、エジプト･アラブ共和国（以下、「エジプト」と記

す）の教育指標は大幅に改善し、初等教育へのアクセスは大きく進展した。しかし、機会均等だけ

では｢卓越のための教育、万人のための卓越｣の達成は不十分であるという理由により、1997 年、同

国は JICA へ初等教育における理数科教育改善に係るミニ･プロジェクトを要請した。NCERD をカ

ウンターパート（C/P）機関とし、同プロジェクトは理科と算数の教師用指導書（ガイドブック）を

はじめ、多くの有形、無形の成果を生み、2000 年に終了した。その後、ガイドブックはインスペク

ター（視学官）や教員の研修で使われるようになったが、ガイドブックを実際に使用した結果、改

訂すべき箇所が明らかになり、さらに、教室で直接児童を指導する教員に正しく理解される必要が

あると考えられたため、エジプト政府は日本国政府に対し、理数科のガイドブックを用いた新しい

教授法が定着し、さらなる普及のための基盤が整理されることを目指す技術協力プロジェクトを再

び要請した。我が国はこの要請に応じ、2003 年 4 月から 3 年間の協力期間で本プロジェクトを開始

した。 
 
１‐２ 協力内容 

（１）上位目標 

 理数科のガイドブックを用いた新しい教授法が、カイロ県及び教育省プログラム計画・モニタリ

ングユニット（PPMU）研修対象県の小学校で導入される。 
（２）プロジェクト目標 

 理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がモデル校に定着し、さらなる普及のための基盤が

整備される。 
（３）成果 

①NCERD のスタッフ（C/P）が、教員に対して新しい教授法（授業案作成を含む）を的確に指導

することが出来る。 
②モデル校の教員（C/P 教員）が新しい教授法を習得し、授業で実践することができる。 
③新しい教授法が、効果的であると実証される。 
④ガイドブックが改訂される。 
⑤新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される。 
⑥新しい教授法が、教育関係者によって認知される。 

 



（４）投入（評価時点） 

 日本側： 

  ・長期専門家派遣  延べ 7 名（16M/M） ・機材供与    7,800 千円 
  ・短期専門家派遣  延べ 25 名      
  ・研修員受入       7 名       
 相手国側： 

  ・カウンターパート配置 16 名 
・施設提供 NCERD 内の事務所スペース及びモデル校内の執務室 

  ・ローカルコスト負担 必要経費 
・各種便宜供与 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 
団長 総括／理科教育 渡部 英昭  北海道教育大学札幌校教授 
団員 数学教育    大久保 和義 北海道教育大学札幌校教授 
団員 協力企画    丹原 一広  国際協力機構人間開発部基礎教育第二チーム 
団員 評価分析    高沢 正幸  株式会社レックス・インターナショナル 

調査期間 2004 年 7 月 24 日～2004 年 8 月 6 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３‐１ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

エジプト側の国家開発政策や日本側の ODA 政策における教育分野について、プロジェクト開始

以来、その重要性の高さは変わっていないことを確認した。本プロジェクトは、これらの政策内容

と整合しながら運営されている。 
教育大臣が 2004 年 7 月に交代したが、このことでプロジェクトの目的や運営に多大に影響を与え

ることはないと考える。C/P 機関である NCERD 職員の人事に影響は見られない。 
（２）有効性 

プロジェクト目標は、二つの目的で構成されている。一つはモデル校に新しい教授法を定着させ

ること、もう一つは、さらなる普及のための基盤が整備されることである。前者の目的を達成させ

るためには成果 1～3 を達成させることが必要であり、後者の目的を達成させるためには成果 4～6
を達成させることが必要である。 
前者の目的について、C/P（NCERD 職員）とモデル校の教員（C/P 教員）共に新しい教授法に関

する知識と技術は向上している。特に C/P 教員は、新しい教授法について誤解している点（例えば、

グループ･ワークを新しい教授法の主要理念と考えている）が見られるが、知識の習得が目覚しく、

又習得に熱心であることが感じられる。C/P 教員を、さらに効果的に指導するためには、NCERD ス

タッフの指導能力のさらなる向上が求められるとともに、新しい教授法について理解を一層深める

必要がある。 
後者の目的について、当初は、モデル校におけるスクール・ベースド･トレーニング・ユニット

（SBTU）を校内研修のシステムと理解し、これを強化することで、教授法普及の仕組みづくりを

図ることを想定していた。しかしながら、活動を進める中で、実際には SBTU に係る機能はほとん



どないことが分かった。今回の中間評価時、すでにプロジェクト・チームではカイロ県の研修シス

テムを SBTU に代わるものとして考えており、これにガイドブックに係る研修を取り入れる方向で

調整が進んでいる。プロジェクト目標を達成させる上で、このような機関による研修を組み入れる

ことが非常に重要である。 
（３）効率性 

全般的に、長・短期専門家の数、能力、派遣期間、派遣時期は適切であった。C/P の能力も、プ

ロジェクトを実施する上で十分であった。C/P の中には、1997 年から 2000 年にわたって実施された

ミニ・プロジェクト以来日本側と関わっているスタッフもおり、これは、プロジェクトの運営の効

率性を上げることに貢献した。 
専門家から C/P への技術移転の効率性は、改善する必要がある。専門家と C/P の間で議論する時

間が限られていたこと、また、活動計画についてのコミュニケーションが必ずしも十分になされて

いなかったという事実が確認され、このことは技術移転の効率性を妨げたと考える（ただし、中間

評価調査時においては、活動のサイクルも確立され、日本側とエジプト側両者で月・年間計画が作

成され、週一回の定例会によるスケジュール等の共有・確認も進められていた。エジプト側からは、

算数担当者の数を増やす計画を立て、状況を改善しようとする対策も実施されている）。 
日本での研修は有効であるが、研修員の中には、ラマダン時期に派遣されたものがおり、派遣時

期について改善の余地がある。 
また、大きな問題ではないが、プロジェクトの事務所スペースが手狭であるため、容易に対応で

きるのであれば、拡張することが望ましい。 
（４）インパクト 

児童へのインパクトについて、モデル校教員より、新しい教授法で指導した結果、児童の行動、

態度、関心、活動に変化が見られ、学習状況に有益な効果が現れたと報告されている。調査におけ

る教師へのインタビューでは、例えば、理科に関心の低かった生徒が、自主的に予習をしたうえで

授業に臨むようになったといった例が指摘された。また、お互いに議論するためのモラルを習得し、

学習能力の弱い児童、おとなしい児童の孤立を妨ぐ上でも役に立ったという報告もなされている。

今後、対象校との比較など、さらに分析が必要であるが、この効果は大きく、かつ持続的なものと

考えられる。 
現在のところ、明らかな負のインパクトは認められない。他方、新しい教授法で指導を受けた児

童と受けていない児童の間で、共通テスト（エジプトで一般に実施されているテスト）の点数に大

きな違いは見られなかったとの報告もある。プロジェクトの活動は、児童の創造的学習の支援にお

いては貢献していると考えるが、インパクトの評価について、今後も、プロジェクトによるプレ･

ポストテストの結果分析など更なる検証が必要である。 
（５）自立発展性 

人材育成の観点において、NCERD 職員は新しい教授法についての指導を専門家から受けると同時

に、これに基づいてモデル校の C/P 教員への指導を行うことが期待されている。現段階では、C/P
教員は専門家と NCERD 職員の双方から、教授法や授業の進め方について指導を受けている。今回

の評価調査の時点では、専門家から C/P 教員への技術移転は効果的に実行されたと考えられたが、

NCERD 職員から C/P 教員への指導はさらに充実させる必要があると判断された。技術移転が持続

的になされるためには、NCERD 職員のさらなる指導力向上が求められる。 



制度的な観点においては、カイロ県と PPMU が実施する既存の教員訓練コースを通じて、新しい

教授法の普及が図られることが期待されている。制度的観点から自立発展性を確保するためには、

これらの機関による協力など、普及のための仕組みについて目処を立てる必要である。 
 
３‐２ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 特に｢成果 2｣は、プロジェクト目標を実現させる上で期待以上に貢献している。モデル校教員（C/P
教員）は、新しい教授法について強い関心を示し、本プロジェクトの活動に非常に協力的であった。

（２）実施プロセスに関すること 

EEP（3‐1（1）を参照）の実施機関である PPMU は、自身の現職教員研修の中で、本プロジェク

トで作成された理数科指導ガイドブックの簡易版を使用している。簡易版を用いた研修は限定的な

ものではあるが、新しい教授法の普及に貢献している。PPMU は、自身の現職教員研修実施の一部

として、ガイドブック簡易版の出版費や研修に係る直接経費を支出しており、その支出規模は膨大

であり、本プロジェクトだけでこれを実行することは不可能であった。 
 
３‐３ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

①上位目標では、ガイドブックを用いた新しい教授法がカイロ県及び PPMU 研修対象県の小学校

で導入されることを言及している。これには PPMU の研修が適切に実施されるなどの外部要因

があり、上位目標が達成するためには、地方、国レベルの機関による十分な支援と継続的な活

動が必要である。 
②｢活動 5‐1｣は、成果 5 を達成させる上で有効ではなかった。当初、SBTU は教員研修のための

システムであり、新しい教授法の普及を行う上で適当な機関と考えられていたが、そのような

機関ではないことが分かった。調査時点では、カイロ県における研修システムを、これに代わ

るシステムとして協力するよう調整が開始されていた。 
（２）実施プロセスに関すること 

C/P が本プロジェクトの専任ではなかったために専門家と C/P の間で議論する時間が限られてい

たこと、また、活動開始当初、活動計画が十分共有されていなかったことにより、技術移転の効率

に問題が見られた。 
 

３‐４ 結論 

NCERD の C/P 職員はガイドブックを用いた新しい教授法について順調に理解を深めている。他

方、指導計画を立てモデル校教員を指導するための能力については、今後さらに経験・知識を強化

していく必要があると思われる。また、専門家から C/P への技術移転についての効果・効率をさら

に向上していく必要があると判断された。全てのモデル校教員（C/P 教員）は、実践する能力は一

定でないものの、新しい教授法について概念を理解しつつあり、新しい教授法の導入について非常

に協力的であることを確認した。 
公開授業やセミナーの参加者は、新しい教授法を好意的に評価しており、新しい教授法について

教育関係者からの支援･理解は得られていると考えられる。しかし、中間評価調査時において、この



教授法を普及させる体制（エジプト国内の現職教員訓練機関がこの教授法を導入し、これを現職教

員訓練に活用し、全国に普及させる体制）は十分に構築されておらず、特にプロジェクト終了後の

普及のあり方について検討が必要であることを確認した。 
 

３‐５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）本プロジェクト活動の時間制限を受けた C/P への対応方法 

C/P は、職務の都合上、本プロジェクトに十分な時間を割くことが出来ない状態が続いている。

専門家は、C/P を限られた時間内で適切に指導するための対策を講じる必要がある。外国の教科書

や日本の授業状況を紹介するビデオを用いて指導するなど、時間の限られた C/P を効果的に活用し、

指導することが有効であると考えられる。また、本プロジェクトを通じて所定の知識を習得した C/P
（モデル校の教員も含む）に証明書を発行する等により、やる気を喚起することも有効と考えられ

る。 
（２）新しい教授法の普及方法 

当初、モデル校の SBTU は教員訓練のための組織と考えられ、新しい教授法を普及するための受

け皿として考えられていたが、期待どおりのものではないことが判明した。そのため、プロジェク

トは他の教員訓練機関を探す必要があり、カイロ県、教育省、その他の機関の教員訓練体制につい

て調査し、新しい教授法をこれら機関の訓練コースの中に導入してもらうなどの取り組みを行う必

要がある。 
（３）プロジェクト計画の見直し 

前述のとおり、SBTU は期待どおりの機関ではなかったため、PDM の成果 5 及び活動 5 と 6 は以

下のように修正する必要がある。 
・修正後の｢成果 5｣：新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される。 
・修正後の｢活動 5-1｣：カイロ県における既存の教員訓練体制を調査する。 
・修正後の｢活動 5-1｣：既存教員訓練コースの一部として、新しい教授法についての訓練を実行

する。 
・修正後の｢活動 6-1｣：カイロ県の教員向けに公開授業を開催する。 
・修正後の｢活動 6-2｣：ナショナル･セミナーを開催する。 

 
その他、上位目標、プロジェクト目標、成果の各指標を見直した。いずれも定量的に量れる指標

に修正した。 
以上の点を踏まえてプロジェクト･デザイン・マトリックス（PDM）を修正し、ミニッツの評価

報告書に添付した。 
 

３‐６．フォローアップ状況 

該当なし 
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第１章 運営指導調査団（中間評価）派遣の概要 

 

１‐１ 調査団派遣の経緯と目的 

エジプト･アラブ共和国（以下「エジプト」と記す）において教育の近代化は優先度の高い政策の

一つであり、理数科教育についても、従来の暗記的な手法のみに頼った授業法を質的に改善していく

ことが重要な課題となっている。 
 このため我が国は、1997 年～2000 年にかけて、エジプトの「国立教育研究開発センター（NCERD）」

をカウンターパート（C/P）機関として、専門家チーム派遣「小学校理数科授業改善」を実施し、エ

ジプトの理数科教育に、児童が自ら考え自ら答えにたどりつくプロセスを重視した新たな授業法を導

入すべく、小学校教師用のガイドブック（英文）を作成した。同ガイドブックは、協力終了後、エジ

プト側独自でアラビア語への翻訳作業が進められ、これを基に EU・世界銀行の教育向上プログラム

（EEP）の一環として一部の県でパイロット的に活用が行われる等、現在その普及に向けた取り組み

が開始されている。 
 こうした取り組みを踏まえつつ、ガイドブックが提唱する新しい授業法の本格的な定着･普及を図

るためには、モデルとなる学校で授業実践を行い、NCERD スタッフの教育現場での指導力を向上さ

せることが必要であるとして、エジプト政府は、我が国に対して新たな協力を要請した。 
 これを受け、我が国は、理数科のガイドブックを用いた新しい教授法がモデル校において定着し、

さらなる普及のための基盤が整備されることを目標とし、2003 年 4 月から 3 年間の予定で「小学校

理数科教育改善プロジェクト」を開始し、現在 4 名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整／

教育計画、数学教育、理科教育）を派遣中である。 
 プロジェクト 1 年目の 2003 年度においては、①授業実践のためのパイロット校及びコントロール

校（各 4 校）の設置、②パイロット校への巡回指導、③新しい教授法の効果を測るためのベースライ

ン調査（児童の理数科に係る概念・知識・技能・態度）の実施、④教育省との共催による小学校理数

科教員研修の実施等を行った。 
 現在、プロジェクト開始から 2 年目を迎えたことから、これまでの実績及び進捗を確認し、今後の

活動計画について協議するため、中間評価調査団が派遣された。 
 

１‐２ 調査方法 

（１）討議議事録（R/D）及び活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度

を調査・確認し、問題点を整理する。 
（２）PDM を見直し、定量的な評価指標の設定について検討するとともに、必要となるデータの収

集を行う。 
（３）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジェクト

チーム、エジプト側関係者とともにプロジェクトの中間評価を行う。 
（４）上記の評価結果に基づき、プロジェクト継続の妥当性について判断するとともに、プロジェク

トチーム、エジプト側関係機関の双方に対し必要な提言を行い、今後の活動計画について協議す

る。 
（５）本協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 
 



2 

１‐３ 調査団員 

  氏 名 派遣期間 所 属 

1 団長･理科教育 渡部 英昭 7/24～8/6 北海道教育大学 教授 

2 数学教育 大久保 和義 7/24～8/6 北海道教育大学 教授 

3 協力計画 丹原 一広 7/24～8/6 JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 2 チーム

4 評価分析 高沢 正幸 7/24～8/13 （株）レックス･インターナショナル 
北海道教育大学 学務部教務課 瀬能 均 主査 が同行。 

 

１‐４ 調査日程 

Date Activity Remarks 
1 7/ 

24 
S 10:55 Narita（BA006） >> 15:15 London 

16:55 London >> 23:45 Cairo 
 

2 25 S -Courtesy call on Embassy of Japan 
-Meeting with JICA Egypt Office 
- Courtesy call on NCERD 

9:30 
11:00 
15:00 

3 26 M -Visit to PPMU Training 
(Discussion with Counter-Part personnel of NCERD and teachers of 
Selected Schools) 
-Discussion with Japanese Experts 

9:00 
 
 
13:00 

4 27 T -Discussion with PPMU 
-Discussion with Japanese Experts 

10:00 
12:00 

5 28 W -Discussion with Japanese Experts 
-Discussion with teachers of Selected Schools 

9:00 
13:30 

6 29 T -Courtesy call and Discussion with Min. of Education (PPMU, Counselor 
of Science, Counselor of Mathematics, Basic Education Dep., Primary 
Education Dep.) 
-Drafting of Evaluation Report and Minutes of Meetings 
-Discussion with Education office of Cairo., Inspectors, Counterpart 
personnel of NCERD 

10:00  
 

7 30 F -Meeting of Mission Members  
8 31 S -Meeting of Mission Members  
9 8/1 S -Discussion with Japanese Experts and Counterpart personnel on 

Evaluation Report and Minutes of Meetings 
-Preparation for Joint Coordinating Committee（JCC） 

9:00  

10 2 M -Joint Coordinating Committee 10:00  
11 3 T -Courtesy call on Minister of Education 

-Discussion with Japanese Experts 
10:00  

12 4 W -Signing of Minutes of Meetings 
-Report to JICA Egypt Office 
-Report to Embassy of Japan 

9:30  
11:00  
 

13 5 T (Dr. Watabe, Dr. Okubo, Mr. Seno, Mr. Tambara) 
08:25 Cairo(BA154) >> 11:50 London 
13:40 London(BA005) >> 
(Mr.Takazawa conduct supplementary survey till Aug.12) 

 
 

14 6 F 09:10 Narita  
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１‐５ 主要面談者 
＜エジプト側＞  

Dr. Nadia Gamal El Din Director, National Center for Educational Research and 
Development(NCERD)，Ministry of Education (MoE) 

Dr. Eid Abo Elmaty Manager of Curriculum Department, NCERD 
Dr. Shaban Hamed Ali Head of Department of Information Technology, NCERD 
Dr. Amal El Shahat Mathematics Researcher, NCERD 
Mr. Amean Mohamad Abu Bakur Undersecretary of Basic Education, Ministry of Education 
Mr. Shawkey Darwish Counselor of Science, Ministry of Education 
Mr. Ahmed Reda Mohnna Counselor of Mathematics, Ministry of Education 
  

＜日本側＞  

○在エジプト日本国大使館  
下野 哲史 二等書記官 
  
○プロジェクト  
長谷川 俊雄 チーフアドバイザー（長期専門家 04.04.01～05.04.30） 
中村 克己 理科教育（長期専門家 03.06.13～04.07.31） 
浦田 進 算数教育（長期専門家 03.04.27～04.07.31） 
関原 睦 理科教育（長期専門家 03.05.24～06.03.29） 
石郷岡 卓 算数教育（長期専門家 03.05.24～06.03.29） 
橋本 和明 業務調整（長期専門家 03.03.31～05.03.30） 
田中 邦明 理科研修（短期専門家 04.07.20～04.08.10） 
杉山 佳彦 数学研修（短期専門家 04.07.20～04.09.19） 
作原 逸郎 理科教授法普及、ワークショップ実施（短期専門家 04.07.10

～04.10.31） 
南 信義 数学教授法普及、校内研修会実施（短期専門家 04.04.22～

04.07.31） 
  
○JICA エジプト事務所  
岡本 茂 事務所長 
星  光孝 所員 
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第２章 中間評価結果 

２‐１ 妥当性 

 内容 備考 

ターゲット・グル

ープのニーズ 
C/P とモデル校の教員は、日本側が紹介した理科、算数のガイ

ドブックを使用する新しい教授法についてほぼ満足してお

り、この教授法により、児童を創造的かつ活動的にさせるこ

とに大きな期待を寄せている。 

C/P、モデル校

教員へのイン

タビュー 

国家開発政策と

の整合性 
 “エジプトと 21 世紀”（1997～2017 年にわたる期間の長期的

開発戦略）にあるとおり、エジプト政府は教育分野の改善に

重点を置いており、児童の想像力の発展を課題としている。

本プロジェクトは新しい教授法を導入することにより教育の

質を改善することを目的としており、国家レベルの開発戦略

に沿って実行されていると考えられる。 

関係文書のレ

ビュー 

モデル校の数（4
校）の妥当性 

モデル校は 4 校である。スタッフ（C/P、専門家）の中には 4
校は少ないとの意見もあったが、C/P がプロジェクトへ関われ

る時間数などから考えて、4 校が適当であると判断され、プロ

ジェクトを実施する上では適当な数であったと判断される。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

他ドナーとの関

係 
EU、世界銀行は、基礎教育改善に関わる支援をしている

（EEP）。本プロジェクトの C/P 機関である NCERD は、EEP
の事務局（PPMU）でもある。EEP の目的は、①特に貧しいコ

ミュニティにおいて女子の就学者を増やし、退学者を減らす

こと、②教授法を改善すること、③教育の計画立案と運営管

理能力を増強させること、とされている。本プロジェクトの

目標は、EEP の目標②と軌を一にし、両者は密接に連携して

おり、本プロジェクトで作成した理科、算数のガイドブック

は、EEP により縮刷版が作成され研修に活用されている。 

PPMU 職員と

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

日本の理数科教

育システムの優

位性 

日本の理数科教育方法は、国際的に評価されている。さらに

JICA は、ケニア、南アフリカ、ガーナにおいて理数科教育の

改善についてプロジェクトの計画、運営した経験をもつ。こ

のことから、日本によるこの分野の協力は優位性があると考

えられる。 

国内支援委員

へのインタビ

ュー、JICA の

ウェブサイト 

政策、経済、社会

面での変化 
➀R/D の締結以来、政策、経済、社会面での大きな変化は見

られない。本プロジェクトは、これらの変化による影響は

受けなかった。 
②2004 年 7 月に教育大臣が交代したが、このために、プロジ

ェクト運営面で大きな影響を受けることはないと考える。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、外務省のウ

ェブサイト 
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２‐２ 有効性 
 内容 備考 

プロジェクト目

標達成の可能性

と見込み 

プロジェクト目標は、理数科のガイドブックを用いた新しい

教授法がモデル校に定着し、さらなる普及のための基盤が整

備されることである。前段の目標について、モデル校教師の

能力向上は着実に進んでいると判断される。C/P（NCERD ス

タッフ）も新しい教授法についての認識は深めてきているが、

今後、独自に C/P 教員を指導するための能力強化が必要であ

る。後段の目標について、当初想定された教員研修の受け皿

が期待通りの機能を果たしえないことが判明している。現在、

プロジェクトにおける研修・普及活動は PPMU による研修へ

の協力が中心であるが、今後、カイロ県による教員研修への

参画など、さらに教授法の普及とその仕組みづくりに向けた

活動を進めることが必要である。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー 

成果は、プロジェ

クト目標達成に

どの程度貢献し

たか。 

各成果のプロジェクト目標達成への貢献度については、現時

点では以下のとおりと判断される。 
①成果 1 は、プロジェクト目標達成に貢献しているが、更に

改善することが期待される。C/P である NCERD スタッフ

は、新しい教授法についての理解を確実に深めているが、

これをモデル校教員に指導する能力は更なる改善が必要で

ある。モデル校教員への指導は NCERD スタッフと日本人

専門家によって行われたが、NCERD スタッフが教員の能力

向上にどう貢献したかは、現時点で不明である。 
②成果 2 は、C/P 教員が新しい教授法について誤解している点

（例．グループワークを新しい教授法の要点と考えている）

があるが、プロジェクト目標を達成させる上で期待以上に

貢献している。 
③成果 5 は貢献していない。当初、SBTU は学校教員の研修

のためのシステムであり、教授法などを普及する上で適当

な機関と考えられていたため、SBTU を通じて新しい教授

法を普及させようとしているが、SBTU はプロジェクト目

標を達成させる上で適当な機関ではないことが判明した。

プロジェクトでは、これに代わる研修機関として、カイロ

県の研修システムなどを活用することを検討しており、関

係者との協議も開始している。今後かかる取り組みを具体

化していくことが必要である。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

外部条件は、プロ

ジェクト活動を

どの程度妨げた

か。 

当初考えていた外部条件は、いずれもプロジェクト活動の進

行を大きく妨げることはなかった。 
C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 
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２‐３ 効率性 
 内容 備考 

成果の達成度 成果１：C/P は、専門家の監督の下、モデル校の教員（C/P 教

員）に対して的確な指導ができる程度の技術を習得したが、

独立して指導できる水準には達していないと考えられる。

他方、C/P は専従ではないことから、時間的制約を抱えてお

り、これを 100％解消することは困難であると予想される。

今後は、限られた時間をより効率的に活用することが重要

であり、エジプト側と日本側の双方が、技術移転をより効

率的に行うための方策を検討することが必要である。 
成果２：達成度は十分適切である。モデル校の教員は新しい

教授法に関心を持ち、熱心にこれを習得しようとしている。

プロジェクト･チームが期待していた以上にスムーズに習

得している。 
成果３：達成度はある程度適切である。モデル校と非モデル

校間の比較研究では、一部モデル校の方がよい結果が得ら

れた。プロジェクトで実施しているプレ･ポストテストの分

析など、さらに進める必要がある。 
成果４：若干遅れているが、作業スケジュールも見直され、

進捗しており、プロジェクト期間内に達成されると考えら

れる。 
成果５：達成度は適切ではなく、修正する必要がある。 
成果６：達成度は適切である。 

C/P、専門家、

モデル校教員

へのインタビ

ュー、関係文書

のレビュー 

｢活動｣は｢成果｣

を産出する上で

どの程度貢献し

たか。 

活動 5-1 は、成果 5 を産出する上で適切ではない。R/D 署名時、

モデル校教員の研修のためのシステムと考えられていた

SBTU を通じて新しい教授法を普及させることを考えていた。

しかし、SBTU は、学校教員を恒常的に訓練する機関ではな

いことが判明した。そのため、この活動は修正する必要があ

る。あわせて、活動 6-1｢SBTU 訓練プログラムを開催する｣も

修正する必要がある。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

｢投入｣は｢成果｣

を産出する上で

どの程度貢献し

たか、又は、｢投

入｣の質･量、供与

時期 

＜エジプト側の投入＞ 

C/P の配置：C/P の一部は、1997～2000 年にわたって実施さ

れたミニ･プロジェクト以来日本側と関わっている。又、全

ての C/P の能力はプロジェクトを実施する上で十分であっ

た。しかし、常勤ではないため C/P の能力が十分に活用さ

れていないと考えられる。これは、成果 1 を産出する上で

ある程度妨げになっている。 
ローカルコスト負担：全般的に適切である。 
施設の供与：全般的に、大きな問題はなかったが、NCERD よ

り供与されたプロジェクト事務所が狭い点が指摘された。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 
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各種便宜供与：全般的に適切であった。大きな問題を引き起

こすことはなかった。 
＜日本側の投入＞ 

専門家派遣：全般的に、これまで派遣された全ての長、短期

専門家の数、能力、派遣期間、派遣時期は適切であった。 
本邦研修：理科分野では 4 名の C/P、算数分野では 1 名の C/P

が本邦研修に参加した。参加者は、教育システム、問題解

決、教育手法等について研修を受けた。この研修は実践的

であり、成果 1 を産出する上で貢献した。しかし、C/P の中

には、ラマダン時期に派遣されたものがおり、この点につ

いて改善してほしいとの指摘を受けた。 
機材供与：一部の機材が十分活用されていないが、高額な機

材の投入はなく、大きな問題（機材の不足等）は確認され

なかった。 

 

２‐４ インパクト 
 内容 備考 

上位目標達成の

可能性、見込み 
プロジェクトの提唱する新しい教授法については、教育省幹

部（次官、視学官）へのインタビューにおいても、理解と評

価が確認されており、プロジェクトが与えたインパクトは認

められる。ただし、モデル校以外への普及に関しては、現時

点では PPMU による研修があるのみであり、上位目標を達成

するためには、地方、国レベルの機関による十分な支援が必

要である。このための方策の一つとして、今後、カイロ県が

新しい教授法の普及に協力することが期待されている。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

正、または負のイ

ンパクト 
児童へのインパクトとして、次の点がモデル校教員により指

摘された。モデル校教員は、児童の学習に有益な効果が現れ

たことを確認している。今後、プロジェクトによるプレ･ポス

トテストの結果分析など、この点に関しては更なる分析・検

証が必要である。 
①全般的に、理科の授業中の児童の行動に変化が現れた。理

科に興味を持ち、インターネットや雑誌を使ってさらに学

習する児童も現れた。 
②問題解決型学習は、児童の学習に正の効果をもたらした。

一部の生徒は自分で問題を見つけ、お互いに協力して解決

する術を身につけた。これは、お互いに議論するためのモ

ラルの習得、学習能力の弱い児童やおとなしい児童の孤立

を妨ぐことにおいても役に立った。 
③ある児童の両親は、自分の子供の勉強に正の効果が現れて

いることに気付き、新しい教授法で指導するモデル校教員

C/P、専門家、

モデル校教員

へのインタビ

ュー、関係文書

のレビュー 
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を評価した。 
④明確な不のインパクトは認められない。他方、共通テスト

（エジプトで一般に実施されているテスト）の点数に大き

な違いは見られなかったとの報告もある。 

 

２‐５ 自立発展性 
 内容 備考 

政策、制度面 新しい教授法の普及に関し、カイロ県と PPMU の教員訓練コ

ースにおける協力が引き続き得られることが期待される。制

度面からの自立発展性が確保されるためには、こうした機関

による協力が必要である。 

カイロ県教育

事務所へのイ

ンタビュー 

運営、財政面 C/P 機関である NCERD に対し、特に再編・統合といった動き

はなく、引き続きプロジェクトの成果に基づく活動は継続さ

れることが期待でき、財政･運営面での持続性は確保できると

考えられる。 

C/P、専門家へ

のインタビュ

ー、関係文書の

レビュー 

技術面（人材育

成） 
①C/P は、ガイドブックや新しい教授法についての知識を深

め、独自に授業案を作成するなど能力の向上が見られ、技

術面での定着・継続は期待できる。他方、現在、モデル校

教員への指導は、専門家の監督の下に行われているが、C/P
独自に的確な指導を行うための能力は不足している。よっ

て、プロジェクト終了後に技術を普及させるための能力を

さらに向上させる必要がある。 
②モデル校教員は、新しい教授法に関心をもち、プロジェク

ト･チームが期待していた以上にスムーズにこれを習得し

ている。今後、モデル校教員を教員研修の講師とするなど、

教授法の普及にも巻き込んでいくことが、継続性の観点か

らも効果的である。 

C/P、専門家、

モデル校教員

へのインタビ

ュー、関係文書

のレビュー 
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第３章 総括と提言 

３‐１ 総 括 
調査団は、NCERD、カイロ県教育事務所等との協議を経て、調査団長と NCERD 所長との間で中

間評価結果に関するミニッツを署名した。主な調査結果は以下のとおり。 
（１）総論 
プロジェクト開始以来、ほぼ順調に活動が進められ、中間時点で期待される成果が概ね達成されて

いると判断される。 
 
（２）C/P について 

①NCERD の C/P は、総じて新しい教授法に対する理解やこれに基づく授業案の作成能力を伸ばし

てきている。他方、修得した知見に基づき、モデル校教師を指導する経験・能力は不十分であ

り、今後さらに強化する必要がある。 

②すべての C/P が、本プロジェクト以外の業務（他ドナーのプロジェクト、研究等）にも従事し

ており、本プロジェクトへの参加に制約を抱えている。現時点においては、プロジェクトの活

動への参加度合いは改善されてきている旨専門家より報告されているが、調査団からも NCERD
所長に申し入れを行ったところ、人員が限られているため他業務との兼務とならざるを得ない

ものの、可能な限り配慮したい旨回答された。実際に、NCERD はスタッフを 10 名増員予定（現

在公募中）であり、これにより C/P の時間的制約が緩和されることが期待される。 

③また、専門家との協議においては、プロジェクト開始当初は活動のサイクルが確立されておら

ず、月・年間の活動計画も専門家・C/P 間で十分共有されていなかったため、これが C/P の参加

度合いのばらつきに繋がったとの指摘がなされた。現時点では、活動のサイクルも確立され、

月・年間計画の作成や週一回の定例会によるスケジュール等の共有も進められており、この点

についても改善されているとのことであった。 

④上述のとおり、C/P、専門家双方の努力により、C/P のプロジェクトへの関わり度合いは改善さ

れてきているものの、C/P の時間的制約を 100％解消することは困難であると予想される。今後

は、限られた時間をより効率的に活用することが重要であり、エジプト側、日本側双方が、技

術移転をより効率的に行うための方策を検討することが必要である。 
 
（３）モデル校教師について 

モデル校の教師も、同様に新しい教授法に対する理解と、これに基づく授業実施の能力を向上さ

せている。新しい教授法に関する誤解も見受けられるものの、教室における生徒の興味・関心、態

度の変化に手ごたえを感じている教師は多く、一様に高い意欲が感じられた。 
 
（４）教育省との関係、プロジェクト終了後の展開 

①公開授業・セミナーの実施等により、教育省におけるプロジェクトの認知・評価は確実に高ま

っており、プロジェクトの導入するガイドブックと、これに基づく新しい教授法は、広く支持

を得つつあるといえる。教育省の教科カウンセラーとの面談に際しても、生徒中心の授業や生
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徒の考える力をのばす教授法に異論はなく、いかに実際の教育現場に適応させるかが大きな課

題である旨指摘された。この点に対応する上で、プロジェクトにより作成されたガイドブック、

及び新しい教授法を実践するための知識と技能を修得した C/P やモデル校の教師をまさに活用

可能と考えられる。これらの成果を生かし、今後の定着・普及を図り、さらに上位目標を達成

していくためには、NCERD はもとより教育省、県教育事務所等による教員研修活動等の協力が

不可欠であり、さらにプロジェクトの成果について広報するとともに、かかる研修システムの

構築に向けた働きかけを進める必要がある。 

②今次調査においては、カイロ県との協議において、主にカイロ県の実験校（約 130 校）を対象

として、プロジェクトによる教授法に関する研修を実施することに対し、前向きな回答を得る

ことができた。このような研修の機会を通じ、実践的な研修パッケージを開発・実施していく

ことにより、今後の普及に向けた基盤整備が進むものと期待される。また、C/P はもとより、モ

デル校の教師も講師等として同研修に動員することによって、彼らの能力定着・向上にもつな

がることが期待できる。 

③プロジェクトにおいては、引き続き既存の研修制度やこれを通じた新しい教授法に関する研修

実施の方策等について検討が進められる予定である。また、NCERD においては、新しく教員研

修のためのユニットを設置する構想もあるとのことであった。調査団滞在中に詳細を確認する

ことはできなかったところ、この点についても、引き続きプロジェクトにて情報収集される予

定である。これらの情報収集やカイロ県における実際の研修実施を通じ、プロジェクト終了後

の方向性についても検討が進むことが期待される。 

④前述のとおり、教育省におけるプロジェクトの認知・評価は確実に高まっており、プロジェク

トが導入する新しい教授法は、広く支持を得つつあるといえる。しかしながら、エジプトにお

ける小学校理数科のカリキュラムそのものは、過密・高度な部分があり、新しい教授法にそぐ

わない部分もあると思われる。実際に、エジプトにおいては、中等教育における理科離れが問

題になっているとのことであり、教育大臣等との面談においても、既存のカリキュラムの問題

点について専門家の意見が求められた。カリキュラムの問題については、プロジェクトのスコ

ープ外ではあるが、折に触れ意見発信することも重要と思われる。 
 
（５）その他 

＜専門家の活動状況について＞ 

現在派遣中の長期専門家は長谷川専門家（リーダー：北教大教授）、関原専門家（理科教育：現

職教員）、石郷岡専門家（数学教育：現職教員）、及び橋本専門家（業務調整）の 4 名である。オフ

ィススペースは狭く、必ずしも環境はよくないが、チームワークよく、非常に熱心に業務に取り組

んでいただいている様子が印象的であった。C/P との個別面談においても、専門家に対する不満は

ほとんど聞かれず、良い関係が築かれていることが窺えた。 
今後の研修・普及活動や、プロジェクト終了後の方向性の検討（さらには次期協力の実施）に際

しては、他国における教育プロジェクト（特に教員研修関連）の知識・経験や、高度なコミュニケ

ーション能力・機動力等も必要となってくると思われるため、必要に応じ、さらなる体制強化も検

討すべきと思われる。 
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３‐２ 提 言 

（１）本プロジェクト活動の時間制限を受けた C/P への対応方法 
プロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成させるためには、日本人専門家と C/P 職員ができる

限り多くの時間を共有し、活動することが必要である。これは、プロジェクト目標達成による効果を

プロジェクト終了後も持続させる上でも必要である。今後は、限られた時間をより効率的に活用する

ことが重要であり、エジプト側と日本側の双方が、技術移転をより効率的に行うための方策を検討す

ることが必要であると思われる。この点に関し、専門家とも協議のうえ以下の案を提案し、先方から

も合意を得たところ、これらを含めた改善策を実施していくことが求められる。 
 
① 現在、日本側が中心となって作成しているガイドブックの一部分を C/P と共同で作成する。 
② 新しい教授法に関する理解促進のため、ビデオや教科書等の教材を整備する。 
③ C/P（モデル校教師を含む）の意欲向上のため、プロジェクトでの活動に関する修了証を発行

する 
 
（２）新しい教授法の普及方法 

さらなる普及のための基盤を整備するため、カイロ県などの関係機関と協力し、ガイドブックを用

いた新しい教授法を普及するための体制を構築することが必要である。また、公開授業等を通じて、

教育省関係者や非モデル校の教員がプロジェクトに参加できる機会を設けたり、ガイドブックを

PPMU などの研修活動に活用してもらうなどの取り組みも、引き続き行う必要がある。 
当初、モデル校の SBTU は教員研修のための組織と考えられ、新しい教授法を普及するための受

け皿として考えられていたが、期待どおりのものではないことが判明した。そのため、プロジェクト

は他の教員訓練機関を探す必要があり、カイロ県、教育省、その他の機関の教員訓練体制について調

査し、新しい教授法をこれら機関の訓練コースの中に導入するなどの調整を図ることが必要である。 
また、PPMU より、同機関による研修において活用する上で、指導ガイドブックの簡易版について

ボリュームを少なめすることが効果的である旨コメントされた。PPMU 研修は対象となる教員数も多

く、ガイドブックのコンセプトを広める上で、非常に有効であり考慮すべき要望である。教師が実際

の活動においてガイドブックを活用する上でも、より簡略で、ポータブルなガイドブックは有用性が

高く、効果的に活用可能であると思われる。他方、カリキュラムを網羅したガイドブックも必要であ

り、この作成も引き続き行う必要がある。用途、配布先を吟味した上で、戦略的な活用法を検討する

ことが肝要と思われる。 
 
（３）PDM の見直し 

前述のとおり、SBTU は期待どおりの機関ではなかったため、PDM の成果 5 及び活動 5 と 6 は以

下のように修正する必要が生じている。 
＜成果 5＞ 
・ 新しい教授法が、既存の教員訓練コースの中で導入される。 
 
＜活動 5＞ 

5-1.カイロ県における既存の教員体制を調べる。 
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5-2.既存の教員訓練コースの一部として、新しい教授法についての教員訓練を行う。 
 
＜活動 6＞ 

6-1.カイロ県の教員向けに公開授業を開催する。 
6-2.ナショナル･セミナーを開催する。 

 
さらに、PDM の指標を定量的にするため、各指標は以下のとおり修正する必要がある。 
＜上位目標の指標＞ 

①27 県全ての教員が新しい教授法を導入する。 
②ガイドブックが、エジプトの全ての小学校に分配される。 

 

＜プロジェクトの目標の指標＞ 

①10 名の教育行政官（カウンセラーやインスペクター）が、新しい教授法について肯定的な評価

をする。 
②モデル校のすべての教員が、新しい教授法について肯定的な評価をする。 
③教育関係者の 80 パーセントが、新しい教授法について肯定的な評価をする。 

 
＜成果 1 の指標＞ 

1-1. 全ての C/P が、新しい教授法（授業案作成を含む）を的確に指導することができる。 
 
＜成果 2 の指標＞ 

2-1.全てのモデル校の教員が、新しい教授法を的確に実践することができる。 
 
＜成果 3 の指標＞ 

3-1.モデル校の児童の学力（理解、態度、関心などへの影響）が、コントロール校の児童よりも向

上している。 
3-2.モデル校の全ての C/P 教員が、新しい教授法について肯定的な評価をする。 

 
＜成果 4 の指標＞ 

4-1.ガイドブックのすべての箇所と内容が見直され、改訂される。 
 
＜成果 5 の指標＞ 

5-1.既存の教員訓練の活動内容と回数 
 
＜成果 6 の指標＞ 

6-1.プロジェクトが終了するまでに、500 人の教育関係者が公開授業やセミナーを通じて新しい教

授法を認知する。 
 
以上の点を踏まえて PDM を修正し、ミニッツの評価報告書の Annex 6 に添付した。



 

 
 
 
 
 
 
 

付属資料 
 
 
 
 
 

１． ミニッツ 
２． 改訂後 PDM 
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